
労働時間等講習会

横浜北労働基準監督署
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建設の2024年問題
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2024年3月以前 2024年4月以降

36
協
定

年
間

上限なし
(36協定の内容)

原則 360時間

最大 720時間

月
間

上限なし
(36協定の内容)

原則 45時間

最大 100時間未満(99時間)

(年6回、平均80時間)

復旧 上限なし
(年6回)



36協定の種類

R6年3月以前

・9号の４

R6年4月以降

・9号（1か月45時間を超えない場合）

・9号の2（1か月45時間を超えて、100時間未満の場合）

・9号の3の3（1か月100時間を超え、かつ、災害復旧・復興をする場合）
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法定労働時間を超えて労働者に時間外労働をさせる場合や法定休日に労働させる場合には、

① 労働基準法第３６条に基づく労使協定（３６協定）の締結

② 所轄労働基準監督署長への届出

が必要です。

ただし、時間外労働・休日労働は必要最小限にとどめてください。
（参考： ３６協定で定める時間外労働及び休日労働について留意すべき事項に関する指針）

36協定について
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①過労死等防止のための取組について

過半数代表者の選任について

36協定について
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①過労死等防止のための取組について

①臨時的な特別な事情
がなければ、限度時間を超え
ることが出来ません。

②限度時間にできる限り近づ
けるように努めてください。

（参考：３６協定で定める時
間外労働及び休日労働につい
て留意すべき事項に関する指
針）

限度時間とも
言います

３６協定の時間外労働の上限について

36協定について
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①過労死等防止のための取組について

ケーススタディ１

36協定について
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①過労死等防止のための取組について

ケーススタディ２

36協定について
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①過労死等防止のための取組について

その他３６協定で労使間で決めた時間を超えた場合も違反

ケーススタディ３

36協定について
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①過労死等防止のための取組について

３６協定の周知義務

36協定について



時間外労働とは（原則）

1日8時間超又は1週40時間超の労働時間

①1日8時間の会社

毎日定時(8時間)でも、土曜(週6日目)は、8時間の残
業（8×6＝48時間）
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日 月 火 水 木 金 土 週合計

第1週 休 8 8 8 8 8 8 48

残業 0 0 0 0 0 0 8 8



時間外労働とは（原則）

1日8時間超又は1週40時間超の労働時間

②1日7.5時間の会社

毎日定時(7.5時間)でも、土曜(週6日目)は、5時間の
残業（7.5×6＝45時間）

土曜：2.5時間＝非残業(1.0)、5時間＝残業(1.25)

12

日 月 火 水 木 金 土 週合計

第1週 休 7.5 7.5 7.5 7.5 7.5 7.5 45

残業 0 0 0 0 0 0 5 5



時間外労働とは（原則）

1日8時間超又は1週40時間超の労働時間

③週40時間以内でも、1日8時間を超えると残業

月曜日に1時間残業し、火曜日に1時間早退して
も、1時間の残業は消えない。（週40時間でも）
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日 月 火 水 木 金 土 週合計

第1週 休 9 7 8 8 8 休 40

残業 0 1 0 0 0 0 0 1



時間外労働とは（原則）

1日8時間超又は1週40時間超の労働時間

④月トータルで週40時間でも、週単位で40時間を超え
ると残業

1週目土曜に出勤(週48時間)し、2週目金曜に休ん
(週32時間)でも、1週目の残業8時間は消えない。
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日 月 火 水 木 金 土 週合計

第1週 休 8 8 8 8 8 8 48

残業 0 0 0 0 0 0 8 8

第2週 休 8 8 8 8 休 休 32

残業 0 0 0 0 0 0 0 0



変形労働時間制（例外）

あらかじめカレンダーを作成し、そのとおり勤
務させた場合、残業にならない。

→2週間平均で週40時間

→2週間単位の変形労働時間制
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日 月 火 水 木 金 土 週計

第 予定 休 出 出 出 出 出 出 6勤

1 勤務 休 8 8 8 8 8 8 48

週 残業 0 0 0 0 0 0 0 0

第 予定 休 出 出 出 出 休 休 4勤

2 勤務 休 8 8 8 8 休 休 32

週 残業 0 0 0 0 0 0 0 0



変形労働時間制（例外）

2週間単位の変形労働時間制を1年間に拡大

→1年単位の変形労働時間制

①1日8時間の会社 ：年間105日休（260出勤）

②1日7.5時間の会社：年間87日休（278出勤）

1年を週に換算：365日÷7日＝52.14…週

1週40時間をかける：52.14 …週×40時間＝2085.71 …時間

（うるう年だと、366÷7×40＝2091.42時間）

①260日×8＝2080≦2085.71…

②278日×7.5＝2085≦2085.71…
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1年単位の変形労働時間制の注意点

・1年分の会社カレンダーを作成

・届出書を労基に届出

・カレンダーどおり出勤させ、休ませる。

・休みの土曜（カレンダー上の休日）に働いた場合は、
残業扱い（休日出勤手当を払う）

・結果的に、休みが105日や87日でなく、カレンダーど
おりに105日や87日休ませる。

・出勤日が決まっていないと運用できない。
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労働時間の考え方

使用者の指揮命令下に置かれている時間のことをいいます。

労働時間とは

命令している人のイラスト

① 使用者の明示的・黙示的な指示により労働者
が業務を行う時間＝労働時間

② 労働契約や就業規則などの定めによってでは
なく、

客観的に見て、労働者の行為が使用者から義務
づけられたものといえるか否か等により判断
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http://4.bp.blogspot.com/-ecw6-v-GLOk/VlAZR_II0NI/AAAAAAAA05E/QBf2xdsUxt0/s800/pose_meirei.png


○ 移動時間
直行直帰や、移動時間については、移動中に業務の指示

を受けず、業務に従事することもなく、移動手段の指示も受け
ず、自由な利用が保障されているような場合には、労働時間
に当たらない。
*例えば、次のような場合は、一般的に労働時間に当たる。
・移動手段として、社有車に乗り合いで現場に向かうこと等が
指示されている場合
・現場に移動する前に会社に集合して資材の積み込みを行う
ことや、現場から会社に戻った後に道具清掃、資材整理を行
うことが指示されている場合
・移動時間中に使用者や上司も同乗し、打合せが行われてい
る場合
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問題になりやすいケース



○ いわゆる「手待時間」
使用者の指示があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離

れることが保障されていない状態で待機等している時間（いわゆる「手待時間」）は、労働時
間に当たる。
*急な需要に備えて自宅待機を命じる場合、待機時間の自由利用が労働者に保障されてい
ないときは、労働時間にあたる。

緊急対応の頻度が少なく、自宅待機中に食事や入浴などの日常的な活動や、外出すること
が特段規制されていないなど、実質的に使用者の指揮命令下にあるとまではいえないときは、
一般的には労働時間に当たらない。

○ 着替え、作業準備等の時間
使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備行為（着用を義務付けられた所

定の服装への着替え等）や業務終了後の業務に関連した後始末（清掃等）を事業場内にお
いて行う時間は、労働時間に当たる。

（労働時間となる例）①作業開始前の朝礼の時間、②作業開始前の準備体操の時間、③現
場作業終了後の掃除時間

○ 安全教育などの時間
参加することが業務上義務付けられている研修や教育訓練を受講する時間は、労働時間

に当たる。
（労働時間となる例）①新規入場者教育の時間、②ＫＹミーティングの時間
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問題になりやすいケース



①労働者が使用者に
取得希望時季を申出

労働者 使用者

②○月×日に年休が成立

①使用者が労働者に
取得時季の希望を聴取

②労働者の希望を踏まえ
使用者が取得時季を指定

そもそも、①の希望申出がしにくいという状況があった

➔ 我が国の年休取得率：49.4%
③○月×日に年休が成立

（従来）

労働者が自ら申し出なければ年休を取得で

きなかった

（改正後）

使用者が労働者の希望を聴き希望を踏まえ

て時季を指定して年５日は取得させる

例 ｢○月×日に休みます」

例 ｢○月×日に休んでください」

労働者 使用者

年5日の年次有給休暇の取得を企業に義務づけ

2019年4月1日以降
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労働時間の状況を客観的に把握することで、
長時間（ 1月あたり80時間超）働いた労働者に対する、医師による面接指導 ※ を確実に実施

※「労働安全衛生法」に基づいて、残業が一定時間を超えた労働者から申出があった場合、使用者は医師に
よる面接指導を実施する義務がある

（従来）

● 割増賃金を適正に支払うため、労働時間を客観的に把握することを通達で規定

（改正後）

健康管理の観点から、裁量労働制が適用される人や管理監督者も含め、

すべての人の労働時間の状況を客観的な方法その他適切な方法で把握する
よう法律で義務づけ

労働時間の状況を客観的に把握するよう企業に義務づけ
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労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を記録



法定割増賃金率の引上げ
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○ 1か月60時間超
割増率「50％以上」

○ 中小企業は、2023年4月1日から適用

〇 割増率 60時間以下 25％以上
60時間超過 50％以上
法定休日 35％以上
深夜（22時～5時） +25％以上



割増賃金の適正な支払

次の賃金は、「割増賃金の基礎となる賃金」に算入しない。

（労基法37条⑤、労基則21条）

①家族手当、②通勤手当、③別居手当、④子女教育手当、

⑤住宅手当、⑥臨時に支払われた賃金、

⑦１か月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与など）

上記①～⑦手当は限定列挙

それ以外の手当は、全て算定基礎に算入
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割増賃金計算
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建設業で多い問題点

・ 日給が何時間分かが不明確。

日給：12,000円

時間帯：8時～17時

休憩：昼1時間、10時、15時の休みは？
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建設業で多い問題点
① 休憩1時間

12,000÷8＝時給1,500円

17時以降＝残業＝1,500円×1.25＝時給1,875円

② 休憩1時間30分

12,000÷7.5＝時給1,600円

17時～17時半＝時給1,600円でＯＫ（法定内残業）

17時半～＝残業＝1,600円×1.25＝時給2,000円

8時～18時で働いた場合

① 12,000+1,875 ＝13,875円

② 12,000+800+1,000＝13,800円

早く上がった日に12,000円はＯＫ

だからといって、18時まで働いても、残業払わないはＮＧ
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時間外労働の健康障害リスク

過重労働について
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増加傾
向

労災認定の支給件数

過重労働について
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①過労死等防止のための取組について

労働基準監督署が書類送検した事例

過重労働について
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①過労死等防止のための取組について

過労死を発生させた事業場に関する民事裁判事例

過重労働について
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③その他

労働条件通知書を労働契約の締結、有期労働契約の更新時に明示する必要があります。

労働基準法第１５条

使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなければな
らない。
この場合において、賃金及び労働時間に関する事項その他の厚生労働省令で定める事項については、厚生
労働省令で定める方法により明示しなければならない。

労働条件通知書

労働条件通知書について
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③その他

労働条件通知書の明示事項

労働条件通知書について



35

③その他

労働条件通知書の令和６年４月１日からの追加項目

労働条件通知書について
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③その他

労働条件通知書の例

労働条件通知書について
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労働条件通知書の記載例１（限定なし）

労働条件通知書について
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③その他

労働条件通知書の記載例２（一部限定あり）

労働条件通知書について
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②最低賃金

最低賃金の対象となる賃金

最低賃金について
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②最低賃金

最低賃金計算方法

最低賃金について
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②最低賃金

ケーススタディ１

②最低賃金

最低賃金について
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②最低賃金

ケーススタディ２

②最低賃金

最低賃金について
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③その他

その他参考サイト
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